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２０２５年１１月５日 

 

内 部 監 査 報 告 書 

（監査事項：競争的研究費の監査） 

 

Ⅰ．監査実施の概要 

１．監査目的 

（１）競争的研究費に係る諸手続及び管理の適正性の検証 

（２）会計業務に係る内部統制の有効性の検証 

（３）資産管理の適正性、固定資産及び準資産の実在性の検証 

（４）会計伝票等の適正性の検証 

 

２．監査対象部局 

法学研究科・法学部、経済学研究科・経済学部、理学研究科・理学部、附属図書館北

青葉山分館、薬学研究科・薬学部、工学研究科・工学部、医工学研究科、半導体クリ

エイティビティハブ、国際集積エレクトロニクス研究開発センター、附属図書館工学

分館、国際文化研究科、東北アジア研究センター、金属材料研究所、極低温科学セン

ター、東北先端顕微鏡センター、災害科学国際研究所、病院、学際科学フロンティア

研究所、東北メディカル・メガバンク機構、未来型医療創成センター、本部事務機構

（財務部（旅費計算室））、本部事務機構（教育・学生支援部）、高度教養教育・学生

支援機構、高等大学院機構、データ駆動科学・ＡＩ教育研究センター、オープンオン

ライン教育開発推進センター 
 

                                計２５部局 

 

３.監査事項 

別紙「監査事項一覧（競争的研究費の監査）」のとおり 

 
 ４．監査実施期間 

 ２０２５年７月７日～２０２５年８月２７日 

 

５．主な監査手続 

・競争的研究費の諸手続及び実績報告に関する質問及び関係書類の査閲 

・競争的研究費の不正使用防止体制等に関する質問 

・競争的研究費の管理に関する諸会計手続の検証 

・諸通知、マニュアル改訂等通知の周知状況に関する質問 

・研究費不正防止体制に関する質問 

・研究室等の観察及び会計事務手続きに関する質問 
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・旅費受給者に対する質問 

・旅費にかかる出勤簿との突合 

・非常勤職員に対する質問 

・固定資産管理に関する質問及び関係書類の査閲 

・固定資産及び準資産の実査 

・教員発注に関する質問及び関係書類の査閲 

・契約に関する質問及び関係書類の査閲 

・会計伝票及び証憑等の査閲 

 
Ⅱ．監査結果の要約  

1． 全般的所見 

（１）競争的研究費に係る諸手続及び管理の適正性の検証 

ア）競争的研究費に係る諸手続について 

文部科学省等における公募型の研究資金（以下「競争的研究費」という。）

の交付を受ける研究者が所属する研究機関（以下「研究機関」という。）は、

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平

成１９年２月１５日文部科学大臣決定（令和３年２月１日改正））（以下「管理・

監査のガイドライン」という。）等を遵守し、各資金配分機関が定める「公募

要領」（以下「公募ルール」という。）、取扱要領及び事務処理要領等（以下「使

用ルール」という。）に基づき、応募・交付申請に係る手続き、交付申請書の

記載内容の変更に係る手続き及び実績報告に係る手続き等を行わなければな

らない。 

このため、上記諸手続が公募ルールや使用ルールに従って適正に行われて

いるか、研究費不正使用防止体制が整備されているかなどについて監査を実

施した。 

 

     イ）競争的研究費の管理の適正性について 

研究機関は、使用ルール及び当該研究機関の会計規程等に基づいて、直接経

費に係る費目別の収支管理及び当該費目の支出等を研究者に代わって行わな

ければならない。 

競争的研究費の適正な管理にあたっては、会計処理に係る通知等の内容が

各担当者に十分周知され、諸会計事務手続きを把握するとともに、会計伝票等

について担当者等以外の複数の者による実効性のあるチェックを行うなど、

内部統制が整備され有効に機能する業務体制となっていなければならない。 

このため、競争的研究費の管理が使用ルールや会計規程等に従って適正に

行われているか、会計事務手続きに係る内部牽制が十分に機能しているか、内

部統制上のリスクを適切に把握しているかなどについて監査を実施した。 

 

上記 ア）及び イ）に基づき監査を実施したところ、２．指摘事項に
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示すとおり、一部に不適切な取扱いが見受けられた。 

 

（２）会計業務に係る内部統制の有効性の検証 

会計業務の執行にあたっては、本学の会計規程や会計業務マニュアル等に基

づき適正に処理されなければならない。また、業務の運用等にあたり、不適切な

手続きや誤った処理を防止するためには、会計処理に係る通知等の内容が担当

者等に周知され、諸会計業務を十分に把握するとともに、会計伝票等について担

当者以外の者による実効性のあるチェックを行うなど、内部統制が整備され有

効に機能していなければならない。 

このため、会計業務に関する諸手続きが規程等に従って適正に行われている

か、会計業務に係る内部牽制が十分に機能しているか、内部統制上のリスクを適

切に把握しているかなど、予算管理、購買、資産管理、旅費、謝金等の各会計業

務における内部統制の有効性及び研究費不正使用防止体制等について監査を実

施したところ、２．指摘事項に示すとおり、一部に不適切な取扱いが見受けられ

た。 

また、昨年度に引き続き、予算管理、発注及び購入依頼、受領の確認、旅費申

請及び報告、謝金申請など、研究室等における会計事務手続きの状況について監

査を実施し、さらに、「管理・監査のガイドライン」への対応として、研究者及

び非常勤職員に対するヒアリングを実施したところ、２．指摘事項に示すとおり、

一部に不適切な取扱いが見受けられた。 

 

（３）資産管理の適正性、固定資産及び準資産の実在性の検証 

固定資産は、耐用年数等を資産台帳に登録し、適切かつ継続的に管理する必要

があるとともに、実在性の確保が重要である。 

また、管理・監査のガイドラインへの対応及び研究機関使用ルール（科学研究

費助成事業‐科研費‐科学研究費補助金の使用について各研究機関が行うべき

事務等）の一部変更に伴い、平成２７年度よりパソコン等の換金性の高い物品や

科学研究費助成事業で取得した取得価格が１０万円以上かつ耐用年数１年以上

の物品については、準資産として財務会計システムに資産登録するよう資産管

理業務の変更が行われたところである。 

このため、これら準資産を含む固定資産等の資産台帳への登録等が本学の会

計規程や会計業務マニュアル等に従って適切に行われているか、資産台帳に登

録されている固定資産等が亡失もしくは損傷していないか、未使用状態のもの

はないか、「物品ラベル」や「検査の記録ラベル」が貼付されているか、地震対

策を施しているかなど、固定資産等の管理状況を確認するとともに、その実在性

について該当する物品を任意に抽出し実査を行ったところ、２．指摘事項に示す

とおり、一部に不適切な取扱いが見受けられた。 

 

（４）会計伝票等の適正性の検証 
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会計伝票は、財務諸表を作成するための重要な帳票であり、各種証憑等に基づ

き、適切に作成されなければならない。 

このため、契約手続きが適切に行われているか、各種伝票が証憑等に基づいて

正しく作成されているか、請求書、納品書及び謝金の出勤表、旅費計算書等の内

容は適切であるかなど、会計伝票等の査閲により監査を実施したところ、２．指

摘事項に示すとおり、一部に改善を要する事項及び不適切な事項が見受けられ

た。 

 

 

２．指摘事項 

① 改善事項                            ２件 

   （内訳） 

    (5) 関係  1）科研費の使用について                 ２件 

    

 

NO. 改善事項（概要及び所見） 

1) ①  
新規採択課題の科研費で前年度に研究期間が終了した他の科研費の成果発

表に係る論文投稿料を支出していた。 

1) ② 
2024年度が最終年度である科研費で、2025 年 7月から 1年分の定期購読料

を 2025 年 3月に前払いで支払っていた。 

 

 

② 注意事項                          ２６件 

   （内訳） 

 (1）関係  1）科研費の応募資格について              ３件 

  〃    2）科研費実績報告書の提出について           １件 

      〃    3）科研費関係書類の保管について            ３件 

      〃    4）外部資金で雇用されている研究者のエフォート管理について           

１件 

      〃    5）科研費の分担金について               １件 

      〃    6）厚労科研費の経理事務の委任について         １件 

  （2）関係  5）本部通知等の周知について              ２件 

      〃    6) 内部監査報告書への対応について             ４件 

      〃    7) 部局通報窓口の周知について             ２件 

      〃    8) 研究費不正使用防止コンプライアンス教育について   １件 

          〃    9) 予算照会システムの権限設定について         １件 

（3）関係  10) 物品の管理について                 １件 

（4）関係  11) 契約手続きについて                 ２件 
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  〃    12) 源泉徴収について                  １件 

 〃    13) 出張に係る経費負担について             １件 

      〃    14) 謝金の支払いについて                １件 

 

Ⅲ．改善要求等 

 １．指摘事項に対する改善要求 

   Ⅱ．監査結果の要約 ２.指摘事項①改善事項については、該当する部局等に対 

し、具体的な「改善計画（状況）回答書」の提出を要求する。 

また、２.指摘事項②注意事項については、重要性の観点から「改善計画（状 

況）回答書」の提出は要求しないが、再発防止に向けた取り組みを要請する。 

 

２．本部事務機構に対する意見 

   特になし 

 

 ３．部局の取り組み事例について 

   部局独自の取り組み事例として、以下の事例があった。 

 

・研究室内における資産管理について、研究室ごとに資産台帳が常時閲覧できるス

プレッドシートを作成して各研究室に提供することで、適切な資産管理ができる体

制を構築しており、資産の亡失防止にも有効な取組である。 

（災害科学国際研究所） 
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別紙 

 

監査事項一覧（競争的研究費の監査） 

 

（１）競争的研究費に係る諸手続及び管理の適正性の検証 

文部科学省科学研究費助成事業に関する事項 

・応募資格の確認 

・外部資金で雇用される研究者の応募資格 

・研究分担者承諾書の確認 

・公募要領等の内容の周知 

・交付内定通知・交付決定通知の周知 

・繰越制度、前倒し使用、次年度使用、調整金の利用 

・２年度目以降の支払請求 

・交付決定後の変更手続き 

・実績報告書（収支決算報告書）、実施状況報告書（収支状況報告書） 

・研究倫理教育受講の確認 

・証拠書類の保管 

・納付前執行制度 

・分担金の配分 

・使用の制限 

・外部資金で雇用される研究者のエフォート管理 

 

厚生労働科学研究費補助金・厚生労働科学研究委託費に関する事項 

・公募通知の周知 

・経理事務委任及び受領委任の手続き 

・利益相反マネジメントの手続き 

・事業実績報告書（経費所要額精算調書） 

・使用の制限 

 

受託研究に関する事項 

・受入決定及び契約手続き 

 

（２）会計業務に係る内部統制の有効性の検証 

・決裁権限内規に基づく各種伝票の決裁状況 

・契約手続き 

・納品検収手続き 

・目的外使用の防止 
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・研究不正及び研究費不正防止体制 

・研究費不正使用防止計画の実施 

・本部通知等の把握及び周知 

・研究室等における会計手続き 

・旅行者の旅行実態把握 

・非常勤職員の勤務実態把握 

 

（３）資産管理の適正性、固定資産及び備品的消耗品の実在性の検証 

・決裁権限内規に基づく事務処理 

・物品管理の業務フロー 

・固定資産、換金性の高い物品の登録及び管理 

・固定資産の移動及び除売却手続き 

・固定資産及び準資産の実在性 

・物品ラベル及び検査の記録ラベルの貼付 

・管理者・所在別一覧表の保管・配布 

 

（４）会計伝票等の適正性の検証 

・債務計上票等の内容 

・旅行計画書及び報告書の記載及び添付資料 

・旅費の計算 

・謝金業務の取扱い 

・源泉徴収手続き 

 



 

 
 

補足資料 

 

 ２０２５年度内部監査報告書（競争的研究費の監査）の補足資料 

No. 改善事項の詳細 

1) ① 

 新規採択課題の科研費で前年度に研究期間が終了した他の科研費の成果発表に係

る論文投稿料を支出していた。 

【意見】 

科研費の使用ルールでは、科研費は「採択された研究課題の遂行に必要な経費（研 

究成果の取りまとめに必要な経費を含む。）」について幅広く使用することができると

されているが、対象となる研究課題以外の研究に使うことは認められない。 

担当係において改めて使用ルールを確認し、チェック機能を強化するとともに、研

究科内で周知徹底を図る必要がある。 

1) ② 

 2024年度が最終年度である科研費で、2025年 7月から 1年分の定期購読料を 2025

年 3月に前払いで支払っていた。 

【意見】 

 当該研究課題遂行のための支出ではないことは定期購読の期間が研究期間終了後 

であることから明らかであり、チェック機能が有効に働いていなかったものである。 

担当係内で使用ルールを再確認し、チェック機能を強化するとともに、科研費執行

にあたり特に注意すべき点について、改めて研究科内で周知徹底を図る必要がある。 


	（監査事項：競争的研究費の監査）

